
観点から契約の透明性、競争性を高める。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

年間の発注見通しの公表から入札の公告、資格審査、入札、契約の締結、入札結果の公表など契約の締結に ・公募型競争入札（毎月）
係る事務を行う。 　上旬・・・入札公告、質疑受付・回答
工事検査を市に委託し、検査の公正性と透明性を確保する。 当該年度 　中旬・・・申請書等及び入札書の受付

執行計画 　下旬・・・開札、資格審査、落札者決定、公表
(3)事業内容 内　　容 ・随意契約（随時）

公募型一般競争入札及び随意契約件数（我孫子市水道局財務規程で定 想定値 100当該年度
める契約書もしくは請書の作成が必要となる案件） 単位 件

活動結果指標 実績値 86

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 契約事務の簡素化を図り、透明性を確保するとともに公正な競争を推進する。 間接 公募型一般競争入札契約率（公募型一般競争入札契約件数／全契約数 % 26.67 30
）

令和 4年度 契約事務の簡素化を図り、透明性を確保するとともに公正な競争を推進する。 間接 公募型一般競争入札契約率（公募型一般競争入札契約件数／全契約数 % 30
）

令和 5年度 契約事務の簡素化を図り、透明性を確保するとともに公正な競争を推進する。 間接 公募型一般競争入札契約率（公募型一般競争入札契約件数／全契約数 % 30
）

電子入札の導入など事務の効率化を図っていく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電子調達システムの利用に伴う負担金 341 電子調達システムの利用に伴う負担金 333 330 電子調達システムの利用に伴う負担金 333 電子調達システムの利用に伴う負担金 333
総合評価入札方式、審査委員報償費 140 総合評価入札方式、審査委員報償費 168 0 総合評価入札方式、審査委員報償費 168 総合評価入札方式、審査委員報償費 168
工事検査事務負担金工事検査事務負担金 499 工事検査事務負担金工事検査事務負担金 641 571 工事検査事務負担金工事検査事務負担金 641 工事検査事務負担金工事検査事務負担金 641
設計図書郵送用切手代 14 設計図書郵送用切手代 9 12 設計図書郵送用切手代 9 設計図書郵送用切手代 9
入札等監視委員会負担金 10 入札等監視委員会負担金 10 10 入札等監視委員会負担金 10 入札等監視委員会負担金 10

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,004 合　　計 1,161 923 合　　計 1,161 合　　計 1,161
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,004 1,161 923 1,161 1,161

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.51 0.47 0.47 0.51 0.51
正職員人件費 4,437 4,183 4,183 4,539 4,539

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,441 5,344 5,106 5,700 5,700
(11)単位費用

54.41千円／件 53.44千円／件 59.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

契約の締結等業務は、法律、規則に基づき行っている業務であり、水道事業の公正公平性、透明性、効率性等を確保する ●①事前確認での想定どおり
うえで必要不可欠な業務である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道局発注の工事等を実施するために必要な業務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 発注者である水道局が実施する必要がある

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民参加の該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 資産購入の際は、環境負荷軽減に配慮する。また、電子入札 入札におけるペーパーレス化を図るため、令和４年４月から ●①想定どおり
□②生き物と共存している を導入し紙の使用枚数を削減する。 電子入札を導入するための準備を進めた ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
26.67 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業者選定方法を再検討し公募型競争入札に変更した案件が増えたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 36 120
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,344 97 5,106 95.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

業務分担の見直し（人工の変更）により事業費が減じたため

1.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 実績値が増加したことおよび事業費が減となったことに

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 よる

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.56

% 10万円 0.71 126.79

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 881 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 契約事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,344 千円 (うち人件費 4,183 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 公正な契約の実施、予算の適正かつ効率的な執行という



増進に向けた経営に資する企業会計原則に基づき適正・正確な
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 経理を行うこと。
展開方向

資金管理（出納全般、保管、運用）及び会計関連書類の審査・保管を適正かつ正確に行い、このためのチェ 随時：公金の出納、保管その他の会計事務
ック体制の二重化と執行管理を徹底し、適時的確な計理状況を把握する。 毎月：例月現金出納検査の資料作成及び検査での説明
また、平成26年度から適用された新会計基準に基づく正確な計理に留意する。 当該年度 毎日：出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関との調整 

執行計画
(3)事業内容 内　　容

伝票処理件数 想定値 4,300当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 4,884

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすことにより、審査効率を上げる。 直接 不備伝票処理件数 件 55 55

令和 4年度 伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすことにより、審査効率を上げる。 直接 不備伝票処理件数 件 40

令和 5年度 伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすことにより、審査効率を上げる。 直接 不備伝票処理件数 件 20

伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすため、経理事務要領を見直し、業務マニュアルを整備する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

パソコンバンク利用料 66 パソコンバンク利用料 66 66 パソコンバンク利用料 66 パソコンバンク利用料 66

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 66 合　　計 66 66 合　　計 66 合　　計 66
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 66 66 66 66 66

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.52 0.34 0.34 0.52 0.52
正職員人件費 4,524 3,026 3,026 4,628 4,628

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,590 3,092 3,092 4,694 4,694
(11)単位費用

1.07千円／件 0.72千円／件 0.63
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公営企業会計においては、発生主義会計方式を採用しているため、一般会計と異なり、予算とともに決算にも重点が置か ●①事前確認での想定どおり
れており、公営企業の経理及び予算の執行に関して、必要な書類を作成し経営成績や財政状態を明らかにしなければなら ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ない。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

公営企業会計制度に基づいた適正・正確な経理業務が必要なため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法制度に基づき、適切に出納する必要があるため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55 55 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

伝票作成及び確認作業の制度を向上させたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 50 110
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,092 1,498 3,092 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

32.64

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.78

件 10万円 1.62 109.88

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 882 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 出納管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,092 千円 (うち人件費 3,026 千円）⑦事業費
総事業費 40,040 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発揮すると共に、公共の福祉



などによる広報活動により、水道使用者の水道事業への理解を深める。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

広報紙やホームページなどにより、水道事業の現況や水道使用者へのお知らせ等の情報を提供する。また、 ５月・１１月：広報「あびこの水道」の発行
イベントでPR活動を行い、水道事業への理解を深めていただく機会を作る。 ８月：水道施設見学会の実施　

当該年度 ２月：水道ハンドブックの内容改訂
執行計画 随時：水道局ホームページの編集・管理、イベントにおけるＰＲ活動の実施

(3)事業内容 内　　容

広報「あびこの水道」発行部数（1回あたり） 想定値 45,500当該年度
単位 部

活動結果指標 実績値 45,500

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広報紙やホームページなどによる広報活動により、水道使用者の水道事業への理解を深める。 直接 広報「あびこの水道」発行部数（1回あたり） 部 45,500 45,500

令和 4年度 広報紙やホームページなどによる広報活動により、水道使用者の水道事業への理解を深める。 直接 広報「あびこの水道」発行部数（1回あたり） 部 45,500

令和 5年度 広報紙やホームページなどによる広報活動により、水道使用者の水道事業への理解を深める。 間接 広報「あびこの水道」発行部数（1回あたり） 部 45,500

コロナ禍の影響でイベントが中止となり、水道使用者とコミュニケーションを図る場が減り直接意見を得ることができなくなっ
(7)事業実施上の課題と対応 た。今後は電話やメール等で寄せられたお問合せの内容を精査し、必要な情報を発信していく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

水道週間用視察見学用バス賃借料 100 水道週間用視察見学用バス賃借料 110 0 水道週間用視察見学用バス賃借料 110 水道週間用視察見学用バス賃借料 110
水道週間用視察見学用保険 2 水道週間用視察見学用保険 2 0 水道週間用視察見学用保険 2 水道週間用視察見学用保険 2
事業年報印刷製本費 473 事業年報印刷製本費 418 244 事業年報印刷製本費 418 事業年報印刷製本費 418
広報作成委託料 1,168 広報作成委託料 1,153 1,153 広報作成委託料 1,153 広報作成委託料 1,153
広報郵送料 22 広報郵送料 22 22 広報郵送料 22 広報郵送料 22
事業年報郵送料 7 事業年報郵送料 7 4 事業年報郵送料 7 事業年報郵送料 7
高度浄水処理水「我孫水」ボトリング 1,622 高度浄水処理水「我孫水」ボトリング 1,622 1,595 高度浄水処理水「我孫水」ボトリング 1,622 高度浄水処理水「我孫水」ボトリング 1,622

実施内容 水道事業PR商品購入 60

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,454 合　　計 3,334 3,018 合　　計 3,334 合　　計 3,334
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,454 3,334 3,018 3,334 3,334

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.37 0.32 0.32 0.37 0.37
正職員人件費 3,219 2,848 2,848 3,293 3,293

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,673 6,182 5,866 6,627 6,627
(11)単位費用

66.73千円／％ 0.14千円／部 0.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道事業を運営していく中で、利用者の意識とニーズを的確に把握するとともに、現在抱えている課題や将来に起こりう ●①事前確認での想定どおり
る課題について、水道事業者と利用者が意識を共有しながら施策を展開していくことが重要であり、個々の施策を円滑に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 進めるためには、事業者の取組みの現状や結果を適時、適切に、利用者に伝えることが重要である｡広報活動事業は、事 ○要
   背景は？(事業の必要性) 業者と利用者の間の適切なコミュニケーションを確保するために有効な手段である｡ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道事業の現状や結果について、水道使用者に対し、定期的に情報発信し周知する必要がある

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道事業の情報発信は水道事業者が行う必要がある

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 啓発イベントに参加する市民の募集 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で啓発イベントは実施 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り できなかったが、水道事業運営審議会委員に「広報あびこの ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 水道」の記事についてご意見を伺い紙面を改善した ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 広報紙には、環境に配慮した紙（グリーン購入適合）を使用 広報紙には、環境に配慮した紙（グリーン購入適合）を使用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している している している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(部) 目標値(b)(部) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(部) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
45,500 45,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

広報あびこの水道については計画通りの回数と部数で発行できたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 45,500 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,182 491 5,866 94.89
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

7.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 736.01

部 10万円 775.66 105.39

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 883 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 お客様サービスの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 広報活動推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,182 千円 (うち人件費 2,848 千円）⑦事業費
総事業費 8,397 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 広報紙やホームページ



器の検針結果をもとに、正確かつ確実に水道料金の調定・徴収・収納を行う。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

・閉開栓業務 ①定例検針日に量水器の検視を行い、料金の調定を行い料金請求を行う。口座振替については毎月25日、納
・量水器の検針・点検業務 付祖については翌月15日が納付期限
・納付書発送業務 当該年度 ②料金未納分については、督促状を発送し収納を促す。
・料金賦課、徴収・収納業務 執行計画 ③水道局お役様センターでは未納分の支払いを随時受付。また、その際に口座振替への変更について案内す

(3)事業内容 内　　容 る。

料金の収納率＝納付済金額／調定金額（現年度末時点） 想定値 96当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 96

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一般納付書の方に対し口座振替への変更を案内し、未納額を減らして収納率の向上を目指すとともに、納付書発送に係る費用を 直接 収納率（現年度末時点） % 95.8 96
抑え、コストを削減する。

令和 4年度 一般納付書の方に対し口座振替への変更を案内し、未納額を減らして収納率の向上を目指すとともに、納付書発送に係る費用を 直接 収納率（現年度末時点） % 96
抑え、コストを削減する。

令和 5年度 一般納付書の方に対し口座振替への変更を案内し、未納額を減らして収納率の向上を目指すとともに、納付書発送に係る費用を 直接 収納率（現年度末時点） % 96
抑え、コストを削減する。
検針も含め、正確かつ確実に水道料金の調定・徴収・収納を実施できる体制を維持していく必要がある。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備消耗品 62 備消耗品 66 65 備消耗品 66 備消耗品 66
通信運搬費 10,959 通信運搬費 11,459 10,531 通信運搬費 11,459 通信運搬費 11,459
手数料 13,086 手数料 13,751 12,626 手数料 13,751 手数料 13,751

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 24,107 合　　計 25,276 23,222 合　　計 25,276 合　　計 25,276
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 24,107 25,276 23,222 25,276 25,276

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.57 0.57 0.6 0.6
正職員人件費 5,220 5,073 5,073 5,340 5,340

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 29,327 30,349 28,295 30,616 30,616
(11)単位費用

305.49千円／％ 316.14千円／％ 294.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道使用料は水道事業の基盤であるため、効率的かつ正確な水道料金の調定・徴収・収納業務が必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

包括業務委託により、民間企業の経営手法を導入することができ、経費の削減や利用者サービスの向上を実現することが
できた

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 料金徴収は水道事業者が主体となって実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95.8 96 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

包括業務委託により、サービス向上を実現することができた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 96 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 30,349 △1,022 28,295 93.23
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

% 10万円 0.34 106.25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 885 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 開かれた効率的な経営 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 料金の調定・徴収・収納 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.57 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,349 千円 (うち人件費 5,073 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業ビジョン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 量水



画に掲げる事業の目標到達度や外部環境の変化等を的確に把握することにより、合理的で効
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 果的な事業運営を図れるようにする。
展開方向

各事業の進捗状況を把握し、社会経済情勢等の外部環境の変化を踏まえた評価や要因の分析を行い、今後の ・事務事業進捗状況の確認（６月、９月、１２月、３月）
対応方針を検討する。事業執行にあたっては水道局内の連絡調整を行う。また、必要に応じて関係機関と情 ・経営改善会議の開催（毎月）
報交換を行う。 当該年度 ・アセットマネジメントを用いた推計（８～９月）

執行計画 ・国、県等からの調査対応、統計書類の作成（随時）
(3)事業内容 内　　容 ・国、県及び水道事業者間の会議体への参加（随時）

進行管理事業数 想定値 25当該年度
単位 本

活動結果指標 実績値 24

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 進行管理を行うことで、計画と実績の乖離及びその原因を分析し、計画の確実な推進を図る。 直接 当該年度執行事業件数／当該年度計画事業件数×１００ ％ 100 100

令和 4年度 進行管理を行うことで、計画と実績の乖離及びその原因を分析し、計画の確実な推進を図る。 直接 当該年度執行事業件数／当該年度計画事業件数×１００ ％ 100

令和 5年度 進行管理を行うことで、計画と実績の乖離及びその原因を分析し、計画の確実な推進を図る。 直接 当該年度執行事業件数／当該年度計画事業件数×１００ ％ 100

事業の進捗状況を踏まえつつ、アセットマネジメントを活用した施設や設備、管路の中・長期的な更新費用や財政の見通しにつ
(7)事業実施上の課題と対応 いて、定期的に見直しを行う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

経営改善会議の開催 0 事務事業進捗状況の確認 0 0 事務事業進捗状況の確認 0 事務事業進捗状況の確認 0
アセットマネジメントを用いた推計 0 経営改善会議の開催 0 0 経営改善会議の開催 0 経営改善会議の開催 0
調査対応・統計類の作成 0 水道事業運営審議会（委員報酬） 35 28 水道事業運営審議会（委員報酬） 35 水道事業運営審議会（委員報酬） 35

アセットマネジメントを用いた推計 0 0 アセットマネジメントを用いた推計 0 アセットマネジメントを用いた推計 0
調査対応・統計類の作成 0 0 調査対応・統計類の作成 0 調査対応・統計類の作成 0
会議体への参加（旅費） 51 13 会議体への参加（旅費） 51 会議体への参加（旅費） 51

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 86 41 合　　計 86 合　　計 86
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 86 41 86 86

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.77 0.8 0.8 0.77 0.77
正職員人件費 6,699 7,120 7,120 6,853 6,853

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,699 7,206 7,161 6,939 6,939
(11)単位費用

446.6千円／本 288.24千円／本 298.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

事務事業の効率化や経営の健全化を進め、合理的かつ効率的な水道事業運営を図るため、水道事業計画の進行管理事務は ●①事前確認での想定どおり
必要不可欠である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道事業基本計画等に沿って事業の進捗ができているか確認することで、水道事業を適切に進めることができたため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局は水道事業の推進主体であるため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 水道事業審議会に市民委員が参加している 水道事業審議会を開催し、意見聴取を行った ●①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 複数の審議会委員から、次年度事業について多様な意見をい

ただくことができた。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用と会議資料のデジタル化（ペーパーレス ●①想定どおり
□②生き物と共存している 化）に取り組んだ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

水道事業基本計画等に沿って事業の進捗ができているか確認した
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,206 △507 7,161 99.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.39

％ 10万円 1.4 100.72

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 886 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 水道事業計画の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,206 千円 (うち人件費 7,120 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道事業基本計



給拠点である水道局庁舎や各浄水場を適切に管理する。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

来局者や職員が庁舎等を安全かつ快適に利用できるよう施設・設備の維持管理業務のほか日常的に点検を行 当初：庁舎維持管理に必要な清掃、警備、保険、その他の庁舎管理業務等の委託事業者を選定、契約する。
う。また、庁舎等の長寿命化に向け、修繕方針をまとめるための基礎的資料の作成を行う。 通年：受託事業者の監理を行うほか、月1回程度日常点検を行い庁舎の現況を把握する。また、突発的に生

当該年度 じる不具合への対応を行う。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

庁舎管理に係る保守契約件数　 想定値 20当該年度
単位 本

活動結果指標 実績値 15

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 庁舎施設の適切な保守管理 直接 実施件数／管理保守の予定件数 % 100 100

令和 4年度 庁舎施設の適切な保守管理 直接 実施件数／管理保守の予定件数 % 100

令和 5年度 庁舎施設の適切な保守管理 直接 実施件数／管理保守の予定件数 % 100

庁舎の長寿命化に向けて、施設管理の手法や修繕計画を検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

庁舎消耗品費 150 庁舎消耗品費 198 374 庁舎消耗品費 198 庁舎消耗品費 198
妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 2,970 妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 2,970 3,553 妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 2,970 妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 2,970
NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 84 NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 82 82 NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 82 NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 82
庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 12,302 庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 13,070 11,330 庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 13,070 庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 13,070
浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 213 浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 213 195 浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 213 浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 213
ダストマット他レンタル料 133 ダストマット他レンタル料 143 133 ダストマット他レンタル料 143 ダストマット他レンタル料 143
ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 77 ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 85 85 ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 85 ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 85

実施内容 庁舎付帯設備修繕費 3,300 庁舎付帯設備修繕費 3,300 4,003 庁舎付帯設備修繕費 3,300 庁舎付帯設備修繕費 3,300
庁舎保守(電話・昇降機・自動ドア・排 3,416 庁舎保守(昇降機・自動ドア・排水管・ 3,696 3,222 庁舎保守(昇降機・自動ドア・排水管・ 3,696 庁舎保守(昇降機・自動ドア・排水管・ 3,696

(8)施行事項
費　　用 水道賠償責任保険 594 水道賠償責任保険 594 591 水道賠償責任保険 594 水道賠償責任保険 594

建物総合損害共済 305 建物総合損害共済 308 314 建物総合損害共済 308 建物総合損害共済 308
インターネット接続水道局負担金 260 260 インターネット接続水道局負担金 260 インターネット接続水道局負担金 260
IP電話システム水道局負担金 679 679 IP電話システム水道局負担金 679 IP電話システム水道局負担金 679

予算(決算)額 合　　計 23,544 合　　計 25,598 24,821 合　　計 25,598 合　　計 25,598
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 23,544 25,598 24,821 25,598 25,598

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.39 0.39 0.32 0.32
正職員人件費 2,784 3,471 3,471 2,848 2,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 26,328 29,069 28,292 28,446 28,446
(11)単位費用

1,316.4千円／本 1,453.45千円／本 1,886.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道法第２条（責務）では、【国及び地方公共団体は、水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠くこと ●①事前確認での想定どおり
のできないものであり、水道が貴重な資源であることことにかんがみ、水資源及び水道施設並びに水の適正かつ合理的な ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 使用に関し必要な施策を講じなければならない】と記述されていることや、妻子原浄水場は、水道局と教育委員会が日常 ○要
   背景は？(事業の必要性) 的に事務を行っている。よって、水道法以外に労働安全衛生法、建築基準法などの関係法規を遵守するとともに、建物等 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

を維持管理することにより、建物の耐用年数の延命化を図るため。 事業の必要性の背景に変更がないため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 一部は民間委託しているが、庁舎管理全般については、庁舎

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 管理者が主体的に行う必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 閉庁日に会議室を近隣自治会へ提供。 閉庁日に安全確認の上、近隣自治会に会議室の一部利用を認 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り めた ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 冷暖房の設定を守ることや、照明不使用時の消灯を行い、燃 冷暖房の設定を守ることや不使用時の部屋の照明の消灯など ●①想定どおり
□②生き物と共存している 料費を節約する。 の取り組みを行った ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要な保守点検を実施できたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,069 △2,741 28,292 97.33
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.34

% 10万円 0.35 102.94

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 887 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 庁舎維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.39 人）
(1)事業概要

(当　初) 29,069 千円 (うち人件費 3,471 千円）⑦事業費
総事業費 22,790 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道水の供



策目的・
(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的

展開方向

・水道局職員の人事、給与、服務、福利厚生及び衛生管理に関する事務を行う。 通年
・水道局の文書管理（文書の収受や発送、整理保存など）に関する事務を行う。 ①職員給与関係事務　②福利厚生事務　③労務管理事務

当該年度 ④文書管理　⑤安全衛生委員会の開催
執行計画

(3)事業内容 内　　容

職員一人当たりの営業収益(労働生産性）　 想定値 124,577当該年度
単位 千円

活動結果指標 実績値 129,283

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 労働生産性を対前年度比較で１％上げる。 直接 労働生産性＝（営業収益―受託工事収益）／損益勘定所属職員数　 千円 128,157 124,577

令和 4年度 労働生産性の上昇 直接 労働生産性＝（営業収益―受託工事収益）／損益勘定所属職員数　 千円 123,919

令和 5年度 労働生産性の上昇 直接 労働生産性＝（営業収益―受託工事収益）／損益勘定所属職員数 千円 123,596

限られた職員数で（非常時も含め）業務を継続的に執行していける組織体制を構築する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

給与計算委託費 650 給与計算委託費 650 650 給与計算委託費 650 給与計算委託費 650
被服費(新任職員･対象職員） 452 被服費(新任職員･対象職員） 428 200 被服費(新任職員･対象職員） 428 被服費(新任職員･対象職員） 428
救急薬品(職員用） 20 救急薬品(職員用） 11 0 救急薬品(職員用） 11 救急薬品(職員用） 11

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,122 合　　計 1,089 850 合　　計 1,089 合　　計 1,089
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,122 1,089 850 1,089 1,089

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.68 0.68 0.7 0.7
正職員人件費 6,090 6,052 6,052 6,230 6,230

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,212 7,141 6,902 7,319 7,319
(11)単位費用

0.09千円／千円 0.06千円／千円 0.05
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

職員の少数精鋭化を目指すには、安心で安全な職場環境の構築が不可欠である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道事業基本計画等に沿った水道事業を運営するためには、安定的な運営体制を作る必要がある

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道事業基本計画等に沿った水道事業を運営するためには、

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 安定的な運営体制を作る必要がある
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 職場での省エネルギー化に取り組んでいる。 空調温度の適切な設定や不要な照明の消灯など職場での省エ ●①想定どおり
□②生き物と共存している ネルギー化に取り組んだ。水道局としてのＳＤＧｓへの取り ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 組みについても検討した

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(千円) 目標値(b)(千円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(千円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
128,157 124,577 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響で給水収益が増加したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 127,283 102.17
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,141 71 6,902 96.65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1,744.53

千円 10万円 1,844.15 105.71

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 888 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 組織・人事管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.68 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,141 千円 (うち人件費 6,052 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 適正な人事管理業務を遂行し、柔軟で実行力ある組織を作る。
施



揮すると共に、公共の福祉増進に向けた経営に資するため、適正な財務管理を行うこと。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

健全財政を基礎として、適正な設備投資を行い水道事業を推進する。 ８月・２月・・大口定期預金組換
公営企業会計基準に基づく適正な財務管理に努める。 ２月・・「令和４年度水道局資金保管方法・運用等」の決定

当該年度 通年・・起債準備及び手続き
執行計画

(3)事業内容 内　　容

流動資産回転率 想定値 0.57当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 0.55

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、収支のバランスを保ち健全経営を図る。 直接 流動資産回転率：　営業収益－受託工事収益／(（期首流動資産＋期 % 0.57 0.57
末流動資産）/2　）

令和 4年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、収支のバランスを保ち健全経営を図る。 直接 流動資産回転率：　営業収益－受託工事収益／(（期首流動資産＋期 % 0.57
末流動資産）/2　）

令和 5年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、収支のバランスを保ち健全経営を図る。 直接 流動資産回転率：　営業収益－受託工事収益／(（期首流動資産＋期 0.57
末流動資産）/2　）

減価償却で適切に内部留保することが必要だが、中長期的に増大する施設更新に対応するための資金調達や管理手法の最適化が
(7)事業実施上の課題と対応 必要となっている。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

貸金庫賃借 36 貸金庫賃借 36 0 貸金庫賃借 36 貸金庫賃借 36

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 36 合　　計 36 0 合　　計 36 合　　計 36
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 36 36 0 36 36

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,081 3,151 3,115 3,151 3,151
(11)単位費用

5,050.82千円／% 5,528.07千円／% 5,663.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

財政状態の健全維持と事務事業の効率化を目指し、安定した水道事業経営を維持するため、実施効果の高い予算編成と、 ●①事前確認での想定どおり
収支バランスのとれた健全経営が求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安定した水道事業経営を維持するため、収支バランスの取れた健全経営を求められているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道事業経営の基礎となる業務であり、水道局が自ら行う必

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0.57 0.57 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

収支バランスに留意し適切に水道事業経営を行ったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0.55 96.49
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,151 △70 3,115 98.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.27

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

% 10万円 0.02 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 889 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 資金管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,151 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 48,464 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業経営戦略

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発



ついて啓発を行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
貯水槽台帳に基づき、設置者への指導・助言を積極的に行い、設置者の管理意識の定着と衛生上の問題発生 通年：
を防止する。また、集合住宅等の受水槽では直結（増圧）給水への普及促進も進める。 ・貯水槽水道の適正な維持管理について、広報や配布物にて周知する。

当該年度 ・貯水槽水道の竣工情報を貯水槽台帳のデータに登録し管理する。
執行計画 ・貯水槽設置者からの窓口や電話での相談対応時に、維持管理や直結増圧給水方式への切り替え等の指導、

(3)事業内容 内　　容 助言を行う。

貯水槽水道指導件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 貯水槽水道の維持管理等の指導 直接 貯水槽水道指導件数 件 10 10

令和 4年度 貯水槽水道の維持管理等の指導 直接 貯水槽水道指導件数 件 10

令和 5年度 貯水槽水道の維持管理等の指導 直接 貯水槽水道指導件数 件 10

貯水槽水道の実態調査を定期的に行い、実態を把握する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

貯水槽水道の衛生管理指導 0 0 貯水槽水道の衛生管理指導 0 貯水槽水道の衛生管理指導 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.07 0.07 0.05 0.05
正職員人件費 435 623 623 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 435 623 623 445 445
(11)単位費用

43.5千円／件 62.3千円／件 155.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道法により、貯水槽水道に関する水道事業者及び貯水槽水道の設置者の責任が適正かつ明確にされ、受水槽の有効容量 ●①事前確認での想定どおり
１０㎥以下のものについては、条例により「管理に関し必要があると認めるときは、貯水槽水道の設置者に対し、指導、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 助言及び勧告を行うことができるもの」及び「貯水槽水道の管理等に関する情報提供を行うもの」とされているため。ま ○要
   背景は？(事業の必要性) た、１０㎥を超えるものについては、権限移譲により衛生管理など業務の多くは他部局で行うこととなったが、届出など ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

の業務については協力して行う。 10立米以下の貯水槽の設置については水道局が対応する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 貯水槽水道は上水道と密接に関連することから水道事業者と

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 しても適切な指導・助言が必要である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

貯水槽水道設置に関する対応案件が想定より少なかったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4 40
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 623 △188 623 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△43.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 貯水槽水道設置に関する対応案件が想定より少なかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.61

件 10万円 0.64 39.75

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 900 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 貯水槽水道対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 貯水槽水道の衛生管理指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 623 千円 (うち人件費 623 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 貯水槽水道管理者に対して、貯水槽の維持管理に



装置工事を行う事業者については、指定工事事業者として指定を受けなければならない。その資格審査
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 の結果を基に指定を行うことにより、給水装置工事監理の適正化を図ることができる。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
水道法及び我孫子市給水条例施行規定第９条により、指定工事店の指定を受けようとする工事事業者は、指 随時申請⇒審査⇒指定
定申請書を提出する。資格審査の結果、指定の許可条件を満たしている工事事業者に対しては指定を行う。
また指定後も、施工した工事が施行基準に沿って行われたか確認・指導することで、事業者の意識を高める 当該年度
。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

審査による指定率 想定値 100当該年度
　指定件数/申請件数 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な申請審査による指定 直接 審査による指定率 ％ 100 100
　指定件数/申請件数

令和 4年度 適切な申請審査による指定 直接 審査による指定率 ％ 100
　指定件数/申請件数

令和 5年度 適切な申請審査による指定 直接 審査による指定率 ％ 100
　指定件数/申請件数

水道法改正に伴い始まった新たな指定制度の趣旨に沿って、審査をすることが求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 54 通信運搬費 54 10 通信運搬費 54 通信運搬費 54

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 54 合　　計 54 10 合　　計 54 合　　計 54
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 54 54 10 54 54

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.33 0.2 0.2 0.33 0.33
正職員人件費 2,871 1,780 1,780 2,937 2,937

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,925 1,834 1,790 2,991 2,991
(11)単位費用

29.25千円／％ 18.34千円／％ 17.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

安心、安全な給水の確保のため、給水管、給水用具の信頼性向上を目指して新しい給水器具等が開発され、工事事業者に ●①事前確認での想定どおり
はこれらを適正に使用する技術が必要である。また、給水装置の施工においては、本市設計施行基準や水道法等の関係法 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 令を遵守することが求められる。これらを全てを適正に実施できる工事事業者にのみ指定工事店の資格を与えるものであ ○要
   背景は？(事業の必要性) る。このようなことからこの事業は必須である。また、優良事業者を表彰することにより、給水装置工事に対する意識を ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高めることは、適正な施工を行う上で重要である。 法令により水道事業者が給水装置工事事業者の指定を行う必要がある

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により水道事業者が給水装置工事事業者の指定を行う必

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請のあった案件は審査の結果、全件指定できたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,834 1,091 1,790 97.6
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

37.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.45

％ 10万円 5.59 102.57

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 902 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 指定給水装置工事事業者の審査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,440 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,834 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 給水



ついて、基準どおり設計施行が行なわれているか審査及び検査を実施し
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 、一元的に維持管理をする。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
申込者からの給水装置工事の申請について、その内容を審査し適否を判断し、承認するとともに、それに伴 ①給水装置工事の申請は通年で随時受付する。
う給水申込納付金、給水装置工事設計審査手数料、給水装置工事検査手数料を賦課する。承認後の工事検査 ②受付後、設計審査を行い、工事承認及び手数料・納付金等の請求を行う。
に当っては、立合いを行い設計に基づいて工事が適正に行なわれているか検査確認する。 当該年度 ③新規工事の場合は、分岐工事検査を行う。

執行計画 ④工事完了後、竣工検査を行う。
(3)事業内容 内　　容

審査指導後の工事承認率 想定値 100当該年度
　工事承認件数/工事申請件数 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 審査指導による全件承認 直接 審査指導後の工事承認率 ％ 100 100
　工事承認件数/工事申請件数

令和 4年度 審査指導による全件承認 直接 審査指導後の工事承認率 ％ 100
　工事承認件数/工事申請件数

令和 5年度 審査指導による全件承認 直接 審査指導後の工事承認率 ％ 100
　工事承認件数/工事申請件数

当市の施工基準に適合した設計・施工が行われるようにすることが求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費 153 印刷製本費 526 348 印刷製本費 526 印刷製本費 526
水栓番号ステッカー作成 50 水栓番号ステッカー作成 50 50 水栓番号ステッカー作成 50 水栓番号ステッカー作成 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 203 合　　計 576 398 合　　計 576 合　　計 576
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 203 576 398 576 576

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.37 0.37 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 3,293 3,293 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,683 3,869 3,691 4,136 4,136
(11)単位費用

36.83千円／％ 38.69千円／％ 36.91
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

給水装置工事の申請は、水道法に基づく安心安定して水を供給するために必要であり、給水装置等が法令に定める構造及 ●①事前確認での想定どおり
び材質基準に適合している必要性があることから、給水装置工事監理業務によりその適合性を審査及び検査することは、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 必要なものである。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道事業者は、給水装置工事等が法令の定める基準に適合しているか審査・検査する必要がある

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道事業者は、給水装置工事等が法令の定める基準に適合し

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ているか審査・検査する必要がある
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請のあった給水工事については、審査・検査の結果、全件承認した
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,869 △186 3,691 95.4
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.58

％ 10万円 2.71 105.04

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 903 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 給水装置工事監理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.37 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,869 千円 (うち人件費 3,293 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)  

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 申請者からの給水装置工事の申請に



置・管理及び在庫管理を行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
水道メータについて、経年メータの交換、新規メータの出庫等にあたり、在庫管理を適正に行なう。年度末 当初：交換業務受託事業者との契約・協議
メータの棚卸、年度前後期メータ発注、経年メータ出庫計画作成、工事申請に基づくメータ出庫管理、引き 通年：メータ交換通知の発送、交換に関する問合せ対応、交換業務監理、月次報告のチェック
上げ（局保管・廃止等による）メータの台帳処理。 当該年度 10月：次年度の経年メータ交換計画の策定

執行計画
(3)事業内容 内　　容

メータ交換実績 想定値 100当該年度
（メータ交換数／メータ交換予定数） 単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正在庫の維持とメータ交換 直接 メータ交換実績 % 100 100

令和 4年度 適正在庫の維持とメータ交換 直接 メータ交換実績 % 100

令和 5年度 適正在庫の維持とメータ交換 直接 メータ交換実績 % 100

メータ交換後に予測困難な不具合が発生することがあるため、迅速かつ柔軟な対応が求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 638 通信運搬費 606 493 通信運搬費 606 通信運搬費 606
水道メータ取替業務委託 33,301 水道メータ取替業務委託 48,279 28,196 水道メータ取替業務委託 48,279 水道メータ取替業務委託 48,279
量水器修繕費 22,064 量水器修繕費 27,354 11,245 量水器修繕費 22,064 量水器修繕費 22,064

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 56,003 合　　計 76,239 39,934 合　　計 70,949 合　　計 70,949
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 56,003 76,239 39,934 70,949 70,949

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.35 0.35 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 3,115 3,115 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 57,308 79,354 43,049 72,284 72,284
(11)単位費用

573.08千円／% 793.54千円／% 430.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

上水道の供給を受けるためには、給水契約が必要でありその使用水量に応じて料金が発生する。使用水量の計量には水道 ●①事前確認での想定どおり
メータは必須である。水道メータの新規出庫、交換個数は年間では膨大な数になることから、適正な維持管理が必要であ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。なお、計量法により、水道メータは８年以内の交換が義務付けられている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道の使用水量の軽量には水道メータ（量水器）が必要であるため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道メータ（量水器）は水道局の資産であり、維持管理は水

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 道局が行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 交換した水道メータの部品は再用品としてリユースされる 交換した水道メータの部品は再用品としてリユースされてい ●①想定どおり
□②生き物と共存している る ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ほぼ計画の通り水道メータの交換が実施できた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 79,354 △22,046 43,049 54.25
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 水道メータ取替業務の実施期間が例年より３か月 ●不要

水道メータ取替業務の実施期間が例年より３か月間短くなったことで、 間短くなったことで、取替総数が少なくなり、想
取替総数が少なくなり、想定していた予算額よりも少なくなった 定していた予算額よりも少なくなった

△38.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 水道メータ取替業務の実施期間が例年より３か月間短く

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 なったことで、取替総数が少なくなり、想定していた予

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.13 算額よりも少なくなった

% 10万円 0.23 176.92

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 905 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 量水器取替・修繕業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 79,354 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 水道メータについて、適正な設



、小規模貯水槽の衛生問題解消と安全でおいしい水の供給を
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 図る。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
実施要領による一定の条件のもと、３階建て以上の新規共同住宅については直結増圧給水、３階までの専用 共同住宅等の新規申請については、直結給水実施要領により、直結給水可能なものは直結給水を指導し、既
住宅及び店舗併用住宅については直結直圧給水の普及を推進し、既設の小規模貯水槽水道設置者に対しては 設の小規模貯水槽水道設置者に対しては、直結給水への切替えをすすめる。
、貯水槽水道から直結給水への切替えを積極的に推進する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

指導数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 直結増圧給水方式件数の向上 直接 指導数 件 10 10

令和 4年度 直結増圧給水方式件数の向上 直接 指導数 件 10

令和 5年度 直結増圧給水方式件数の向上 直接 指導数 件 10

配水管網の状況や配水圧の関係で、直結増圧給水が導入できない場合は、貯水槽方式とするよう指導せざるを得ない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自動水圧測定器点検保守 33 自動水圧測定器点検保守 33 自動水圧測定器点検保守 33

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 33 合　　計 0 0 合　　計 33 合　　計 33
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 33 0 0 33 33

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 903 890 890 923 923
(11)単位費用

90.3千円／件 89千円／件 222.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

受水槽を介さずに直接給水できる直結直圧（増圧）方式の給水は、水道水をより安心・快適に利用できる給水方式として ●①事前確認での想定どおり
需要が高まっていることや、直結給水の拡大によって貯水槽水道に対する衛生問題の改善、設置スペースの有効利用、本 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 管の水圧を利用することによる省エネルギー化になることなどから必要な事業である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

受水槽を介さずに直接給水できる直結直圧（増圧）方式の給水は、衛生問題の改善、本管の水圧を利用することによる省
エネルギー化になることなどから必要な事業である

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道事業者にのみ推進が可能な施策である

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

直結・増圧給水に関する局への協議・申請が想定よりも少なかったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4 40
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 890 13 890 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 直結・増圧給水に関する局への協議・申請が想定よりも

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 少なかったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.12

件 10万円 0.45 40.18

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 909 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 快適な水道水の利用 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 直結・増圧給水の普及促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 890 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 直結直圧給水・直結増圧給水の普及促進により



を安定供給するために給水施設の維持管理を行う。また、お客様が必要とする水道に関する情報をホ
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 ームページなどの媒体を用いて発信する。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
・給水施設の維持管理（漏水、穿孔不良などへの対応） 随時：
・給水装置に係る情報の提供 ①漏水修繕や穿孔不良などへの対応
・給水装置の廃止処理 当該年度 ②ホームページなどを利用し給水装置に関する情報（維持管理方法、故障時の対応・連絡先、事故等）の発
・給水装置工事兼給水契約申込書及び給水装置工事竣工図書の整理保存 執行計画 信

(3)事業内容 内　　容 ③給水装置の廃止処理
④給水装置工事兼給水契約申込書及び給水装置工事竣工図書の整理保存
給水装置維持点検・修繕数 想定値 80当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 110

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な修繕を行い給水施設を適正に維持管理する。 直接 給水装置維持点検・修繕数 件 80 80

令和 4年度 必要な修繕を行い給水施設を適正に維持管理する。 直接 給水装置維持点検・修繕数 件 80

令和 5年度 必要な修繕を行い給水施設を適正に維持管理する。 直接 給水装置維持点検・修繕数 件 80

設置年度が古い給水管では、装置の不具合が増加する傾向があるため、不具合を発見し次第修繕を行い、不具合の影響を最小限
(7)事業実施上の課題と対応 に抑える必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通年修繕分 12,870 通年修繕分 11,880 8,085 通年修繕分 11,880 通年修繕分 11,880
２４時間対応体制 6,826 6,826 ２４時間対応体制 6,826 ２４時間対応体制 6,826

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 12,870 合　　計 18,706 14,911 合　　計 18,706 合　　計 18,706
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,870 18,706 14,911 18,706 18,706

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.28 0.28 0.3 0
正職員人件費 2,610 2,492 2,492 2,670 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,480 21,198 17,403 21,376 18,706
(11)単位費用

193.5千円／件 264.98千円／件 158.21
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道事業中期計画に基づき、安全で快適な水を供給するためには、給水装置の維持管理に関する基礎的知識の普及が重要 ●①事前確認での想定どおり
であり、その情報をわかり易く発信する必要がある。また、給水施設は必要な修繕を行い適正に維持管理する必要がある ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道水の安定的な供給のためには、水道局が管理する管路や給水装置で漏水等が発生した場合には必要な修繕を行う必要
がある

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局が管理する管路や給水装置で漏水等が発生した場合に

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 は必要な修繕を行う必要があるため
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

水道局が管理する管路や給水装置で漏水等が発生したため、修繕した件数が多か
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 110 72.73

ったため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,198 △5,718 17,403 82.1
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 修繕件数は想定より多かったが、多額の修繕費用 ●不要

施策内容の見直しを行い、これまで「漏水防止事業」の実施内容費用としていた 修繕件数は想定より多かったが、多額の修繕費用がかかるものが少なか がかかるものが少なかったため
「２４時間対応体制」を本事業の実施内容費用としたため。 ったため事業全体では費用が減ったことによる

△36.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 修繕件数は想定より多かったが、多額の修繕費用がかか

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 るものが少なかったため事業全体では費用が減ったこと

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.38 による

件 10万円 0.63 60.32

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 910 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 給水装置の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.28 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,198 千円 (うち人件費 2,492 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業ビジョン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 水道水



、有効に活用する。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

貯蔵品準備計画を作成し、購入、出納等適切な在庫管理を行い、棚卸を経て次年度へ継承する。 当初：契約事務、受託事業者の評価
①貯蔵品の購入 ②在庫管理 ③棚卸し ④貯蔵品出納 毎月：受託事業者との定例会議の開催、業務報告のチェック、委託費の支払事務

当該年度 随時：受託事業者との業務協議・指示など
執行計画

(3)事業内容 内　　容

貯蔵品の出入庫数（出庫数＋入庫数） 想定値 17,000当該年度
単位 個

活動結果指標 実績値 18,075

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 民間事業者のノウハウを活かしたお客様サービスの向上と業務効率の効率化を進める 直接 貯蔵品(たな卸資産）回転率＝営業収益-受託工事収益/((期首たな卸 % 129.38 134.14
資産＋期末たな卸資産）/２))

令和 4年度 民間事業者のノウハウを活かしたお客様サービスの向上と業務効率の効率化を進める 直接 貯蔵品(たな卸資産）回転率＝営業収益-受託工事収益/((期首たな卸 % 134.14
資産＋期末たな卸資産）/２))

令和 5年度 民間事業者のノウハウを活かしたお客様サービスの向上と業務効率の効率化を進める 直接 貯蔵品(たな卸資産）回転率＝営業収益-受託工事収益/((期首たな卸 % 134.14
資産＋期末たな卸資産）/２))

他事業体（東京都水道局など）では遠隔式の水道スマートメータなど新技術の研究が進んでいる。将来に向け、先進事例を注視
(7)事業実施上の課題と対応 していく必要がある。 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

たな卸資産購入限度額 24,258 たな卸資産購入限度額 28,877 15,107 たな卸資産購入限度額 28,877 たな卸資産購入限度額 28,877

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 24,258 合　　計 28,877 15,107 合　　計 28,877 合　　計 28,877
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 24,258 28,877 15,107 28,877 28,877

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.27 0.27 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 2,403 2,403 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 26,520 31,280 17,510 31,191 31,191
(11)単位費用

1.33千円／個 1.84千円／個 0.97
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経営基盤を強化するために、資産の有効活用が必要なため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道メータなど水道局の資産を適切に管理するためには必要な事業である

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局資産にかかる事業であるため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 交換後の水道メータの部品は再用品としてリユースしている 交換後の水道メータの部品は再用品としてリユースをしてい ●①想定どおり
□②生き物と共存している 。 る ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
129.38 134.14 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

営業収益が予想よりも増加したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 130.19 97.06
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,280 △4,760 17,510 55.98
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 経年満期メータ取替業務の事業者選定を入札に変 ●不要

年度当初に経年満期メータの年間取替数を変更し、総取替個数が減少し 更したことで、履行期間が3か月短くなり総取替
たため 個数が減じたため

△17.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業費が減じたため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.43

% 10万円 0.74 172.09

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2142 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 貯蔵品管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.27 人）
(1)事業概要

(当　初) 31,280 千円 (うち人件費 2,403 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 貯蔵品は資産として経理処理が行われているため



であることから、水道局職員人材育成基本方針に沿って、企
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 業職員として経営感覚にあふれる職員を育成する。
展開方向

ベテラン職員の知識や経験を若手職員に伝えるため職場内でジョブオブトレーニングを行うほか、専門的な 当初：人事異動の状況を勘案し、研修計画に沿った研修スケジュールを調整
外部研修を積極的に活用し、水道局職員として必要な知識・技術の習得を目指す。また市長部局が実施する 随時：対象となる職員への研修案内通知と参加手続き、業務マニュアルの更新
研修にも参加する。 当該年度 １０月：次年度以降必要な研修の把握、予算の見積

執行計画 ２～３月：次年度研修計画の策定
(3)事業内容 内　　容

研修計画数 想定値 18当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 21

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 水道局職員人材育成基本方針に沿った職員の育成 直接 実施した研修等の数 件 18 18

令和 4年度 水道局職員人材育成基本方針に沿った職員の育成 直接 実施した研修等の数 件 20

令和 5年度 水道局職員人材育成基本方針に沿った職員の育成 直接 実施した研修等の数 件 20

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

研修旅費 312 研修旅費 296 13 研修旅費 296 研修旅費 296
研修費 1,041 研修費 750 243 研修費 750 研修費 750

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,353 合　　計 1,046 256 合　　計 1,046 合　　計 1,046
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,353 1,046 256 1,046 1,046

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.22 0.22 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 1,958 1,958 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,615 3,004 2,214 3,360 3,360
(11)単位費用

200.83千円／件 166.89千円／件 105.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

信頼される水道サービスを提供し続けていくためには、水道事業に精通する職員の適切な確保とその育成が求められてい ●①事前確認での想定どおり
るが、合理化のための人員削減によって事務系や技術系の各専門分野に専属の職員を配置することが困難なことから、技 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 術の空洞化や災害時対応力の低下が懸念されるため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

次世代の水道事業を担う局職員の育成は急務であり、研修を通した技術・知識の向上が求められている

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 次世代の水道事業を担う局職員を育成する必要があるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リモート研修などの活用 外部研修に関しては、オンライン講習会を多く活用した ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18 18 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規異動者が多く、外部研修等を多用して育成に努めたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 21 116.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,004 611 2,214 73.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルス感染症の影響で、受講できる ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響で、受講できる講習などの種類が限ら 講習などの種類が限られたために研修費用が少な
れたために研修費用が少なくなった くなった

16.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響で、受講できる講習な

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 どの種類が限られたために研修費用が少なくなった

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.6

件 10万円 0.95 158.33

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2143 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 職員研修の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,004 千円 (うち人件費 1,958 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 将来の水道事業を担う職員の育成は喫緊の課題



運 民間企業が持っている様々なノウハウを導入することにより、業務の効率化を図り、経費の削減を行うとと
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 もに、お客様サービスの向上を目指します。
展開方向

《料金業務系》・窓口受付業務　・検針業務　・検算業務　・調定・更生業務　・収納業務　・精算業務　 当初：契約事務、受託事業者の評価
・開・閉栓業務・滞納整理業務　・給水停止業務　・下水道使用料に関する業務 毎月：受託事業者との定例会議の開催、業務報告のチェック、委託費の支払事務
《給水業務系》・窓口受付業務　・給水装置工事設計審査業務及び水理計算業務　・道路占用許可申請業務 当該年度 随時：受託事業者との業務協議・指示など
　・給水装置工事分岐検査業務　・給水装置工事竣工検査業務　・量水器交換実施計画等の策定　・漏水防 執行計画

(3)事業内容 内　　容 止対策支援業務　・給水装置の廃止手続き業務　・指定給水装置工事事業者(指定工事店)管理支援業務　・
管路情報管理システムに係る支援業務
《会計業務系》・日次・月次処理　・予算・決算支援業務　・各種報告・調査・統計支援業務　・貯蔵品出 評価基準による得点 想定値 480当該年度
納及び棚卸業務　・財務会計システム　 単位 点

活動結果指標 実績値 444

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 民間事業者のノウハウを活かしたお客様サービスの向上と業務効率の効率化を進める 直接 評価基準による得点 点 448 480

令和 4年度 民間事業者のノウハウを活かしたお客様サービスの向上と業務効率の効率化を進める 直接 評価基準による得点 点 480

令和 5年度 民間事業者のノウハウを活かしたお客様サービスの向上と業務効率の効率化を進める 直接 評価基準による得点 点 480

これまで３期にわたる包括業務委託においては一定の水準で業務が執行できていますが、令和２年度以降に始まった新包括委託
(7)事業実施上の課題と対応 業務では、業務範囲を拡大していることから、さらにお客様サービスの向上と業務の効率化を図ることが求められています。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料 170,280 委託料 170,280 170,280 委託料 170,280 委託料 170,280

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 170,280 合　　計 170,280 170,280 合　　計 170,280 合　　計 170,280
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 170,280 170,280 170,280 170,280 170,280

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.78 0.74 0.74 0.78 0.78
正職員人件費 6,786 6,586 6,586 6,942 6,942

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 177,066 176,866 176,866 177,222 177,222
(11)単位費用

384.93千円／点 368.47千円／点 398.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道事業の効率化と経費の削減は急務であるが、職員が業務の効率化を図るには限界があることから、民間のノウハウを ●①事前確認での想定どおり
導入し、より進んだ事業の効率化と経費の削減を目指す必要がある。また合わせてお客様サービスの向上も図ることが出 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 来る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

料金・給水・会計業務は水道経営の根幹の業務であり、包括業務受託事業者と連携して実施する必要がある

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 料金・給水・会計業務は水道経営の根幹の業務であり、包括

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 業務委託を導入して実施する必要がある
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル用紙の使用や節電の取り組みを行う リサイクル紙の使用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(点) 目標値(b)(点) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(点) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
448 480 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

包括業務受託者との連携により、効率的な実施ができている。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 444 92.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 176,866 200 176,866 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.27

点 10万円 0.25 92.59

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2144 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 料金・給水・会計業務等包括委託 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 6年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.74 人）
(1)事業概要

(当　初) 176,866 千円 (うち人件費 6,586 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業



施策目的・
(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的

展開方向

①関連する例規の制定及び改廃 随時①条例・規則等の制定及び改廃、公告、訓令、告示の手続き
②上位法改正にともなう関連例規への影響調査 ②賠償請求事務（放射線対策）
③賠償請求事務（放射線対策） 当該年度 　　　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

条例・規則等の制定及び改廃数 想定値 4当該年度
単位 本

活動結果指標 実績値 15

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関連例規整備による経営基盤の強化 直接 制定及び改廃実施件数／制定及び改廃予定数 ％ 100 100

令和 4年度 関連例規整備による経営基盤の強化 直接 制定及び改廃実施件数／制定及び改廃予定数 ％ 100

令和 5年度 関連例規整備による経営基盤の強化 直接 制定及び改廃実施件数／制定及び改廃予定数 ％ 100

迅速かつ正確に例規の制定改廃手続きを行う。また、必要に応じて市長部局とも連携する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

法律相談 110 法律相談 110 0 法律相談 110 法律相談 110

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 110 合　　計 110 0 合　　計 110 合　　計 110
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 110 110 0 110 110

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.36 0.25 0.25 0.36 0.36
正職員人件費 3,132 2,225 2,225 3,204 3,204

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,242 2,335 2,225 3,314 3,314
(11)単位費用

810.5千円／本 583.75千円／本 148.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

法制度等に対応する必要・義務がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令や制度などの変更に伴って、条例や規則等を改正していく必要がある

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例や規則の変更は水道局が行う必要がある

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

条例・規則等について適宜改正を行ったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,335 907 2,225 95.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

27.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.28

％ 10万円 4.49 104.91

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2145 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 法務事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,335 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 929 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道局の経営基盤を強化するため、機能的な運営体制の再構築。



化と諸経費の削減を図る。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

各担当で管理していた公用車両の管理（調達、運用、維持修繕）を一括して行う。 ４月・・車検・法定点検スケジュールの作成
毎月・・公用車点検

当該年度 随時・・車検・法定点検の実施、車両台帳・運転者台帳の更新
執行計画 ９月・・次年度保険料の算定

(3)事業内容 内　　容 ２月・・次年度任意保険手続

車両管理スケジュールに対しての点検、車検の実施数 想定値 12当該年度
単位 台

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 集中管理による諸経費の削減と専門的業務への人材のシフト 直接 点検・車検実施数／点検・車検予定数 ％ 100 100

令和 4年度 集中管理による諸経費の削減と専門的業務への人材のシフト 直接 点検・車検実施数／点検・車検予定数 ％ 100

令和 5年度 集中管理による諸経費の削減と専門的業務への人材のシフト 直接 点検・車検実施数／点検・車検予定数 ％ 100

購入後、年数が経っている公用車が増えている。将来必要な車種や台数を検討した上で、車両の入れ替えを行っていく必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 る。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公用車燃料費(3条) 287 公用車燃料費(3条) 220 196 公用車燃料費(3条) 254 公用車燃料費(3条) 220
公用車燃料費(4条) 249 公用車燃料費(4条) 206 138 公用車燃料費(4条) 220 公用車燃料費(4条) 206
公用車管理用備消耗品費 100 公用車管理用備消耗品費 200 56 公用車管理用備消耗品費 100 公用車管理用備消耗品費 200
車検代行手数料 70 車検代行手数料 42 42 車検代行手数料 70 車検代行手数料 42
6・12か月定期点検手数料 118 6・12か月定期点検手数料 193 124 6・12か月定期点検手数料 118 6・12か月定期点検手数料 193
タイヤ交換手数料 53 タイヤ交換手数料 53 21 タイヤ交換手数料 53 タイヤ交換手数料 53
公用車修繕費 275 公用車修繕費 275 48 公用車修繕費 275 公用車修繕費 275

実施内容 車検費用 88 車検費用 560 443 車検費用 831 車検費用 560
車検収入証紙 17 車検収入証紙 7 11 車検収入証紙 17 車検収入証紙 7

(8)施行事項
費　　用 6・12か月点検修繕費 94 6・12か月点検修繕費 48 21 6・12か月点検修繕費 94 6・12か月点検修繕費 48

自動車損害共済 64 自動車損害共済 64 62 自動車損害共済 64 自動車損害共済 64
自動車総合保険(任意保険） 235 自動車総合保険(任意保険） 238 211 自動車総合保険(任意保険） 235 自動車総合保険(任意保険） 238
公用車自賠責保険 232 公用車自賠責保険 114 106 公用車自賠責保険 232 公用車自賠責保険 114
公用車重量税 158 公用車重量税 96 95 公用車重量税 158 公用車重量税 96

予算(決算)額 合　　計 2,040 合　　計 2,316 1,574 合　　計 2,721 合　　計 2,316
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,040 2,316 1,574 2,721 2,316

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11
正職員人件費 957 979 979 979 979

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,997 3,295 2,553 3,700 3,295
(11)単位費用

249.75千円／台 274.58千円／台 212.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経営基盤の強化のためには、集中管理等による効率化が不可欠であるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道局の資産であるため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局所管の公用車であるため、水道局自身が管理をする必

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 水道局の資産であるため □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 公用車の使用を極力控える 公用車の使用を可能な範囲で控えること、環境に配慮した運 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 転の推進 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

公用車点検等のスケジュールを年間を通して進捗管理したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,295 △298 2,553 77.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

車検費用や修繕の費用が少なかったため

△9.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 車検費用や修繕の費用が少なかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.03

％ 10万円 3.92 77.3

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2146 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 公用車管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,295 千円 (うち人件費 979 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 公用自動車を集中管理することにより、管理事務の効率



設の適切な管理と運用。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

・水道局が所管する資産の適切な管理 通年：水道庁舎及び各浄水場の目的外使用に係る届出及び許可、水道施設用地の賃借料支払
・水道局庁舎の目的外使用に係る届出・許可の手続き
・水道施設用地の賃借に関する手続き 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

申請及び契約件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 9

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 庁舎管理規程に基づく適切な財産管理 直接 財産の目的外使用に係る審査件数／申請件数 ％ 100 100

令和 4年度 財産の目的外使用に係る審査 直接 財産の目的外使用に係る審査件数／申請件数 ％ 100

令和 5年度 財産の目的外使用に係る審査 直接 財産の目的外使用に係る審査件数／申請件数 ％ 100

例規に基づき適切な管理を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68 井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68 68 井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68 井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68
配水管布設用土地賃借料 424 配水管布設用土地賃借料 424 422 配水管布設用土地賃借料 424 配水管布設用土地賃借料 424

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 492 合　　計 492 490 合　　計 492 合　　計 492
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 492 492 490 492 492

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.26 0.26 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 2,314 2,314 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,754 2,806 2,804 2,806 2,806
(11)単位費用

275.4千円／件 280.6千円／件 311.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経営基盤の強化 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道局庁舎および水道施設の管理上、必要な業務であるため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局庁舎および水道施設の管理上、必要な業務であるため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用、昼休みや17時以降に使用しない照明の ●①想定どおり
□②生き物と共存している 消灯 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要な手続きを実施した
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,806 △52 2,804 99.93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.56

％ 10万円 3.57 100.28

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2147 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 財産管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,806 千円 (うち人件費 2,314 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名) 我孫子市水道事業経営戦略

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 資産である庁舎、その他施



共に、公共の福祉増進に向けた経営に資するため、適正な財務管理を行う。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

効率的な事業運営や施設改良事業等がおこなえるよう、緊急性や効率性などを勘案して、予算措置を行う。 ８～９月：基礎データ作成
１０月：編成スケジュール、編成方針等作成

当該年度 １１月～１２月：予算ヒアリング・予算調整
執行計画 １２～１月：理事者説明・示達・予算書作成

(3)事業内容 内　　容

予算編成に要したヒアリング実施回数 想定値 5当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業運営の効率化により諸経費を縮減し、安定した経営基盤をつくる 直接 査定率＝　予算の査定額／予算要求額 ％ 100 100

令和 4年度 事業運営の効率化により諸経費を縮減し、安定した経営基盤をつくる 直接 査定率＝　予算の査定額／予算要求額 ％ 100

令和 5年度 事業運営の効率化により諸経費を縮減し、安定した経営基盤をつくる 直接 査定率＝　予算の査定額／予算要求額 ％ 100

厳しい財政状況を踏まえ、必要な事業を精査し予算編成を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

予算編成事務 0 予算編成事務 0 0 予算編成事務 0 予算編成事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.68 0.68 0.55 0.55
正職員人件費 4,785 6,052 6,052 4,895 4,895

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,785 6,052 6,052 4,895 4,895
(11)単位費用

957千円／回 1,210.4千円／回 2,017.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

財政状態の健全維持と事務事業の効率化を目指し、安定した水道事業経営を維持するため、実施効果の高い予算編成と、 ●①事前確認での想定どおり
収支バランスのとれた健全経営が求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業の安定的で健全な運営に必要なため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公営企業会計の予算は、管理者が作成し、地方公共団体の長

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が調整することが法令で定められているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 水道事業運営審議会及び広報・ホームページ等により市民の 水道事業運営審議会の場で市民の意見を聴取した ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 意見を徴収 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

複数回のヒアリングにより、予算の制度をあげることができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,052 △1,267 6,052 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△26.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.65

％ 10万円 1.65 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2148 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 予算編成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.68 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,052 千円 (うち人件費 6,052 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業経営戦略

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発揮すると



共に、公共の福祉増進に向けた経営に資するため、適正な財務管理を行う。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

１年間の活動目標を金銭面で示した予算に基づき、執行した内容の結果を、決算として調整する。 ４月～５月末：損益計算書、貸借対照表等の財務諸表等の作成
５月：理事者への報告

当該年度 ６月：監査委員による決算審査
執行計画 ９月：議会での決算審査

(3)事業内容 内　　容

決算修正振替数 想定値 5当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、、収支バランスを保ち健全経営を図る。 直接 経営資本営業利益率＝(営業利益/経営資本）×１００ ％ △0.93 0

令和 4年度 公営企業に投下された資金(総資本)により、より効率的に運用されている　 直接 経営資本営業利益率＝(営業利益/経営資本）×１００ ％ 0

令和 5年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、、収支バランスを保ち健全経営を図る。 直接 経営資本営業利益率＝(営業利益/経営資本）×１００ ％ 0

法令に基づき、適正な決算調製を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

決算調製事務 0 決算調製事務 0 0 決算調製事務 0 決算調製事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.65 0.65 0.55 0.55
正職員人件費 4,785 5,785 5,785 4,895 4,895

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,785 5,785 5,785 4,895 4,895
(11)単位費用

957千円／件 1,157千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

財政状態の健全維持と事務事業の効率化を目指し、安定した水道事業経営を維持するため、実施効果の高い予算編成と、 ●①事前確認での想定どおり
収支バランスのとれた健全経営が求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

企業の運営には、収支や財産把握などの財務管理が適正に行われることが必要なため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公営企業の決算の作成者は事業管理者が行うこととなってい

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 水道事業運営審議会において、決算について説明した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の使用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
△0.93 0 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

営業収支がマイナス（営業損失）のため（※指標の値がマイナスになるため、達
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と △0.81 0

成率は０としている）
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,785 △1,000 5,785 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△20.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 営業収支はマイナスであるため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円 △0.01 -∞

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2149 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 決算調製 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,785 千円 (うち人件費 5,785 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業経営戦略

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発揮すると



整理（給水停止処分を含む）を行い、収納率の向上を図る。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

水道料金等の未納者に対し滞納整理（給水停止処分を含む）を行う。 滞納整理（給水停止）は５月、8月、11月、2月の年４回実施。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

収納率の向上 想定値 99.95当該年度
　未収納額／料金調定額（５か年） 単位 ％

活動結果指標 実績値 99.93

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 未収納額の減少 直接 収納率の向上 ％ 99.94 99.95
　未収納額/料金調定額（５か年）

令和 4年度 未収納額の減少 直接 収納率の向上 ％ 99.95
　未収納額/料金調定額（５か年）

令和 5年度 未収納額の減少 直接 収納率の向上 ％ 99.95
　未収納額/料金調定額（５か年）

生活に困窮した方など保護が必要な水道使用者に対しては、機械的な給水停止を回避する柔軟な対応を取るとともに、市の担当
(7)事業実施上の課題と対応 部局との連絡。連携体制を構築することが求められている。 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備消耗品 11 備消耗品 12 2 備消耗品 12 備消耗品 12
通信運搬費 2,261 通信運搬費 2,294 2,111 通信運搬費 2,294 通信運搬費 2,294

＊

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,272 合　　計 2,306 2,113 合　　計 2,306 合　　計 2,306
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,272 2,306 2,113 2,306 2,306

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.5 0.5 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 4,450 4,450 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,752 6,756 6,563 5,866 5,866
(11)単位費用

57.55千円／％ 67.59千円／％ 65.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

料金の未納は、健全な水道事業の運営を阻害するものである。このため、料金の未納者に対して行う滞納整理は、収納率 ●①事前確認での想定どおり
の向上を目指すだけに留まらず、水道事業の経営にも影響を与える重要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

滞納整理により、未収金の多くを収納することができ、収納率が向上した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 未収の水道使用料金の請求は、水道局が主導すべき業務であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル紙の利用など リサイクル紙の利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.94 99.95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

滞納整理により、未収金の多くを収納することができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.93 99.98
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,756 △1,004 6,563 97.14
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△17.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.48

％ 10万円 1.52 102.7

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2150 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 開かれた能率的な経営 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 滞納整理及び給水停止処分 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,756 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道料金等の未納者に対し滞納



どが設置する自主防災組織等との連携を図り、災害時などに迅速かつ効率的な応急給水を実施でき
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 るよう体制を整備する。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
・防災訓練等へ参加し、自主防災組織と連携した応急給水訓練を実施する。 ・防災訓練等への参加　市が主催する防災訓練並びに避難所設営訓練（年４回）
・防災訓練等をとおし、地域市民の方々に応急給水について理解を深めていただくとともに、災害時の備え ・水道局独自の非常時対応訓練の実施（年１回）
について考えていただく。 当該年度 ・他事業体や千葉県との情報共有の場づくり、日本水道協会の訓練への参加

執行計画
(3)事業内容 内　　容

応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自主防災組織等との応急給水実施訓練を行い、実施体制の整備を推進する。 直接 応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 回 4 4

令和 4年度 自主防災組織等との応急給水実施訓練を行い、実施体制の整備を推進する。 直接 応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 回 4

令和 5年度 自主防災組織等との応急給水実施訓練を行い、実施体制の整備を推進する。 直接 応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 回 4

地域住民の人数に対して参加者が少なく、かつ高齢者が多いため、出来るだけ多くの方、特に若い世代の方々にも積極的に参加
(7)事業実施上の課題と対応 してもらうための方策について検討する必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

６㍑給水袋購入 1,738 ６㍑給水袋購入 3,344 2,332 ６㍑給水袋購入 3,344 ６㍑給水袋購入 3,344

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,738 合　　計 3,344 2,332 合　　計 3,344 合　　計 3,344
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,738 3,344 2,332 3,344 3,344

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 2,670 2,670 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,478 6,014 5,002 5,124 5,124
(11)単位費用

869.5千円／回 1,503.5千円／回 5,002
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

災害時などにおいては、被災者に対し飲料水を確保し、迅速に供給することは重要なことであるが、水道局職員は主に災 ●①事前確認での想定どおり
害復旧に従事することとなるので、迅速な対応が出来ない場面が想定される。このため、日ごろから地域の自主防災組織 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ などの協力の元、応急給水を実施するための体制作りが必要となる。また、市立中学校６校についても、応急給水拠点と ○要
   背景は？(事業の必要性) して指定されている市立小学校１３校に準じて応急給水を行えるようにしたことから、市内１９か所の小中学校での応急 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

給水が可能となり、より迅速に飲料水を供給することが出来るようになった。 大規模災害の頻度が高まっていることから、緊急時の応急給水体制作りが急務である

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 断水時には水道局が応急給水を実施しなくてはならない

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ・市が実施する総合防災訓練や避難所運営訓練において市民 水道局が参加した総合防災訓練や避難所運営訓練において、 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 参加の応急給水訓練を実施する。 市民の参加者を対象に応急給水体験を実施した ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、市民が参加する避難所運営訓練の一部
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 50

が中止となったため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,014 △2,536 5,002 83.17
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、市民が ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、市民が参加する避難所運営訓 参加する避難所運営訓練の一部が中止となったた
練の一部が中止となったため め

△72.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、市民が参加す

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 る避難所運営訓練の一部が中止となったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

回 10万円 0.04 57.14

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2152 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 緊急給水・復旧体制の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 応急給水体制の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,014 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業ビジョン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 自治会な


